
◎地方税法の一部を改正する法律
（平成一四年三月三一日法律第一七号）　　

一、提案理由（平成一四年二月二六日・衆議院総務委員会）

○片山国務大臣　ただいま議題となりました地方税法の一部を改正する法律案及び地方

交付税法等の一部を改正する法律案の提案理由とその要旨について御説明申し上げます。

　まず、地方税法の一部を改正する法律案の提案理由とその要旨につきまして御説明申

し上げます。

　最近における社会経済情勢等にかんがみ、地方税負担の軽減及び合理化等を図るため、

特別土地保有税の徴収猶予制度の拡充及び住宅用地に係る不動産取得税の税額の減額措

置の要件の緩和等を図るほか、株式譲渡益に係る個人住民税の申告を不要とする特例の

創設及び固定資産税における縦覧制度の見直し等を行うとともに、非課税等特別措置の

整理合理化等を行う必要があります。

　以上が、この法律案を提案いたします理由であります。

　次に、この法律案の要旨につきまして御説明申し上げます。

　その一は、道府県民税及び市町村民税についての改正であります。

　個人の道府県民税及び市町村民税につきましては、株式等譲渡益課税の申告分離課税

への一本化に当たり、申告事務の負担軽減に資するため、一定の場合に申告を不要とす

る等の措置を講ずることとしております。

　その二は、不動産取得税についての改正であります。

　不動産取得税につきましては、住宅用地に係る税額の減額措置の適用要件を緩和する

等の措置を講ずることとしております。

　その三は、固定資産税についての改正であります。

　固定資産税につきましては、納税者が自分の土地または家屋の価格と他の土地または

家屋の価格とを比較できるよう縦覧制度の改正を行う等の措置を講ずることとしており

ます。

　その四は、特別土地保有税についての改正であります。

　特別土地保有税につきましては、徴収猶予を受けている者が当初の事業計画を変更し

た場合や土地を譲渡した場合に徴収猶予が継続する等の特例措置の適用要件を緩和する

等の措置を講ずることとしております。

　以上が、地方税法の一部を改正する法律案の提案理由及びその要旨であります。

……………（略）……………

　何とぞ、慎重御審議の上、速やかに御賛同いただきますようお願い申し上げます。

　以上でございます。

二、衆議院総務委員長報告（平成一四年三月六日）

○平林鴻三君　ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。



　まず、両案の要旨について申し上げます。

　地方税法の一部を改正する法律案は、地方税負担の軽減及び合理化等を図るため、特

別土地保有税の徴収猶予制度の拡充を図るほか、株式譲渡益に係る個人住民税の申告を

不要とする特例の創設等、所要の改正を行おうとするものであります。

……………（略）……………

　両案は、去る二月二十二日本委員会に付託され、同月二十六日に片山総務大臣からそ

れぞれ提案理由の説明を聴取し、昨日及び本日両案に対する質疑を行い、討論、採決の

結果、両案はいずれも賛成多数をもって原案のとおり可決すべきものと決しました。

　以上、御報告申し上げます。

三、参議院総務委員長報告（平成一四年三月二七日）

○田村公平君　ただいま議題となりました両法律案につきまして、総務委員会における

審査の経過と結果を御報告申し上げます。

　まず、地方税法の一部を改正する法律案は、特別土地保有税の徴収猶予制度の拡充、

住宅用地に係る不動産取得税の税額の減額措置の要件緩和等を図るほか、株式譲渡益に

係る個人住民税の申告を不要とする特例の創設、固定資産税における縦覧制度の見直し

等の措置を講ずるとともに、非課税等特別措置の整理合理化等を行おうとするものであ

ります。

……………（略）……………

　委員会におきましては、両法律案を一括して議題とし、地方税財源の拡充と税源移譲、

外形標準課税の導入と課税方法、自主財源充実と法定外税の活用、地方交付税制度見直

しの地方団体に与える影響、交付税特別会計における借入れとその償還方法、地方団体

等における資金の管理及び運用の在り方等について質疑が行われました。

　質疑を終局し、討論に入りましたところ、両法律案に対し、日本共産党を代表して八

田ひろ子委員より、社会民主党・護憲連合を代表して又市征治委員より、それぞれ反対

の意見が述べられました。

　討論を終わり、採決の結果、両法律案はいずれも多数をもって原案どおり可決すべき

ものと決定いたしました。

　なお、地方税法の一部を改正する法律案に対して附帯決議が付されております。

　以上、御報告申し上げます。

○附帯決議（平成一四年三月二六日）

　政府は、地方団体の行政需要の増大、引き続く厳しい地方財政の状況等にかんがみ、

左記の事項についてその実現に努めるべきである。

一、地方税は地方団体の重要な自主財源であることにかんがみ、地方分権改革の進展に

対応し、地方団体がより自主的かつ自立的な行財政運営を行えるよう、地方における

歳出規模と地方税収入との乖離を縮小する観点から、課税自主権を尊重しつつ、税源



移譲を含め国と地方の税源配分の在り方を抜本的に見直し、地方税源の拡充強化を図

ること。

二、法人事業税への外形標準課税の導入については、税負担の公平性の確保、応益課税

としての税の性格の明確化及び地方分権を支える安定的な地方税源の確保等の観点か

ら、中小法人の取扱い、景気の動向や急激な税負担の変動等にも配慮しつつ、早期の

実現に努めること。

三、固定資産税は、自主財源としての市町村税の基幹税目であることを踏まえ、その安

定的確保を図るとともに、納税者の理解を深めるため負担の公平に努めること。また、

平成十五年度の土地の評価替えに当たっては、負担水準の均衡化・適正化を推進する

とともに、最近における地価の変動をより的確に評価額に反映させること。

四、法定外税については、地方団体の課税自主権の尊重、住民の受益と負担の関係の明

確化及び課税の選択肢の拡大等にかんがみ、事前協議に当たっては、協議の事例を踏

まえつつ、不同意要件等その基準の一層の明確化を図ること。

五、税制の簡素化、税負担の公平化を図るため、非課税等特別措置について引き続き見

直しを行い、一層の整理合理化等を推進すること。

　右決議する。


